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犬山市地域包括支援センター運営業務委託に係る公募要領 

１ 公募に関する事項 

 (1) 委託業務名 

 犬山市地域包括支援センター運営業務委託（犬山北地区） 

 (2) 委託期間 

  令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの１年間 

  ※令和６年１１月１日から令和７年３月３１日までは令和７年４月１日から

の業務開始に向けた準備期間とし、引継ぎなどを行っていただきます。 

    また、運営状況が良好と認められる場合は、双方合意のもと契約の更新を

することができます。ただし、業務の開始後、犬山市地域包括支援センター運

営協議会が、その業務において著しく不適切と認めた場合並びに介護保険法

（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）及びこれに関連する政省令

等に定める事項に違反した場合は、委託期間の満了日以前でも契約を解除す

る場合があります。 

※選定された受託候補者とは、後日協議を行い、犬山市議会による令和７年

度の予算成立をもって、犬山市の決定した予定価格の範囲内で書面による業

務委託契約を結ぶものとします。 

 (3) 業務内容 

別紙「犬山市地域包括支援センター運営業務委託仕様書」のとおり。 

 (4) 公募圏域                                                

                            

     

  

  

              

※地区は民生委員児童委員の地区割に準じます。 

  ※人口及び高齢者人口は令和６年４月１日現在。 

（5）これまでの活動実績 

【総合相談】                        件数：延べ件数 

 種別 

合計 

総合相談 その他 

介護 
介護予防 

生活支援 
医療 認知症 

権利 

擁護 

介護 

離職 
その他 

介護予防 

ｹｱﾏﾈｼﾞ

ﾒﾝﾄ 

ケアマネ 

の支援 

R5 1,033 77 70 131 189 5 333 1,313 39 3,190 

R4 1,101 340 90 217 173 0 207 841 13 2,982 

R3 2017 ※ 89 － － 1,109 7 3,222 

※ 令和３年度は個別の件数をカウントしていないため総数を記載しています。 

地区 
人口

（人） 

高齢者人口

(人） 

一人暮らし 

高齢者数 要介護認定率 

要支援１・２ 

認定者数 

（人） 

犬山北 13,904人 3,900人 690人 17.2％ 269人 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxselect.cgi?IDX_OPT=1&H_NAME=%89%ee%8c%ec%95%db%8c%af%96%40&H_NAME_YOMI=%82%a0&H_NO_GENGO=H&H_NO_YEAR=&H_NO_TYPE=2&H_NO_NO=&H_FILE_NAME=H09HO123&H_RYAKU=1&H_CTG=1&H_YOMI_GUN=1&H_CTG_GUN=1
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※再掲【権利擁護】 

 種別 

合計 
高齢者虐待 成年後見 身元保証 消費者被害 

日常生活 

自立支援事業 
困難事例等 

R5 34 10 0 50 2 93 189 

R4 13 13 1 110 0 36 173 

R3 8 5 0 22 4 50 89 

 

【ケアプラン作成数】 

 

介護予防支援事業（要支援１・２） 介護予防ケアマネジメント（総合事業） 

新規 継続 
合計 

新規 継続 
合計 

自法人 外部 自法人 外部 自法人 外部 自法人 外部 

R5 38 54 870 722 1,684 18 26 450 241 735 

R4 32 13 872 480 1,397 30 7 534 161 732 

R3 30 18 678 508 1,234 22 14 608 202 846 

 

 (6) 設置場所 

 キャスタ▷ヨシヅヤ犬山店３階（犬山市天神町１丁目１番地） 

   ・賃料などが必要となりますが、犬山市と受託者との協議により、原則と

して犬山市が委託料として負担します。 

   ・水道やトイレは事務所内にありませんので、店舗と共用になります。 

   ・食事をするときは、店舗職員が利用する休憩室が利用できます。 

      

２ 人員の配置 

   地域包括支援センター（以下「センター」という。）は、次に掲げる資格を有

する常勤かつ専従の職員を配置してください。ただし、(1)から(3)までについて

は資格を有する者の確保が困難である場合で、犬山市が適当と認めたときは、準

ずるものを配置することができるものとします。 

 (1) 保健師 

 (2) 社会福祉士 

(3) 主任介護支援専門員 

(4) 地域づくり担当 ①又は②に該当する者 

①上記(1)～(3)のいずれかの資格を有する者 

②地域ケア、地域保健等に関する経験のある看護師、または介護支援専門員

の業務経験が１年以上あり、かつ、高齢者の保健福祉に関する相談援助業

務及び介護支援専門員の業務経験に１年以上従事した経験を有し、受託法

人及び犬山市が適任と判断する者 
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(5)(1)～(4)を支援する職員（職種や経歴は問いません） 

  

３ センターの業務内容 

  センターは、次に掲げる事業を実施するものとする。 

 (1) 第１号介護予防支援事業（法第１１５条の４５第１項第１号ニ） 

(2) 総合相談支援事業（法第１１５条の４５第２項第１号） 

 (3) 権利擁護事業（法第１１５条の４５第２項第２号） 

 (4) 包括的・継続的支援事業（法第１１５条の４５第２項第３号） 

 (5) 在宅医療・介護連携推進事業（法第１１５条の４５第２項第４号） 

 (6) 生活支援体制整備事業（法第１１５条の４５第２項第５号） 

 (7) 認知症総合支援事業（法第１１５条の４５第２項第６号） 

 (8) 地域ケア会議（法第１１５条の４８） 

 (9) 指定介護予防支援事業（法第１１５条の２２） 

 (10) その他犬山市が必要と認める事業 

 ※各事業の詳細は資料「犬山市地域包括支援センター運営委託仕様書」を参照し

てください。 

 

４ 委託料等 

 (1) 委託料 

   業務委託料については、表１（令和６年度の金額です。令和７年度は受託者

と協議の上決定します）のとおりです。 

  表 1 

 

 

    

 

 (2) 委託料の支払い方法 

   委託料は、３か月ごとに受託者からの請求により支払い、年度末に精算する

ものとします。なお、委託料は契約時に提示した金額を上限とします。 

 (3) 介護報酬（指定介護予防支援） 

   当該事業所の収入となりますが、指定介護予防支援業務の一部を居宅介護支

援事業所に委託する場合にはケアプラン代（介護報酬）は、センターが介護予

防サービス計画を委託した居宅介護支援事業所へ支払うものとします。 

   ＊介護報酬改定時は改定後の介護報酬に準じます。 

 (4) 委託料（包括的支援事業）と介護報酬（指定介護予防支援）は、それぞれ区

分して経理を行い、経理に関する帳簿等、必要な書類を整備してください。

（書類については５年間保存） 

(5) 介護報酬と委託料の重複が認められないため、場合によっては、委託料の精

算（返還）を求めることがあります。 

(6) 令和６年度に実施する引継ぎと準備に要する経費は受託者の負担とします。 

地 区 令和６年度委託料 

犬山北地区 ２９，６１７，００５円 
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５ 応募に必要な資格 

介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の６７に規定

する要件を満たす法人とします。 

ただし、法人又はその代表者が応募時に次のいずれかに該当する場合は、応募

者となることができません。 

(1) 破産法（平成１６年法律第７５号）による破産手続を開始している者  

 (2) 犬山市税及び法人の本店所在地の市区町村で地方税の滞納がある者 

 (3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行う団体及び同条

第６号に掲げる暴力団員 

(4) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により

犬山市における一般競争入札の参加を制限されている者 

 (5) 応募書類の受付締切日において、本市の指名停止措置期間中の者 

 (6) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行が終わるまで又はその執行を受けること

がなくなるまでの者 

 (7) 法に規定する指定欠格事由に該当する者（法第１１５条の２２第２項） 

 

６ 応募者の失格事項 

犬山市が応募者からの提出書類を受領した以降、選定の日までの間に、次のい

ずれかに該当した場合は、失格とします。 

 (1) 本要領に定める手続きを遵守しない場合 

 (2) 応募の採否の働きかけを行う目的で、応募者又はその関係者が直接又は間接

に犬山市職員と接触をもった場合 

 (3) 提出書類に虚偽又は重大な誤りがあったとき 

 (4) その他不正な行為があったとき 

 

７ 質問書の提出 

  本要領等の内容について疑義のある場合は、質問書（別紙様式第１）を提出して

ください。（ただし、質問内容は公募に関して必要な項目のみとします。） 

質問内容及び回答については、令和６年７月１２日（金）頃までに犬山市公式ホ

ームページ上にて公表します。 

(1) 提出期間 令和６年７月２日（火）午前９時から 

令和６年７月５日（金）午後５時まで 

(2) 提出方法 Ｅメールのみ。 

      別紙様式１に入力し、Ｅメール（030200@city.inuyama.lg.jp）

で送信してください。犬山市がメールを受付した場合は、受付完

了メールを送信しますので確認してください。 

 

８ 参加意向申出書の提出 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxselect.cgi?IDX_OPT=1&H_NAME=%89%ee%8c%ec%95%db%8c%af%96%40&H_NAME_YOMI=%82%a0&H_NO_GENGO=H&H_NO_YEAR=&H_NO_TYPE=2&H_NO_NO=&H_FILE_NAME=H11F03601000036&H_RYAKU=1&H_CTG=1&H_YOMI_GUN=1&H_CTG_GUN=1


 

5 

  本プロポーザルへの参加意向について、下記書類を次のとおり提出してくださ

い。 

  犬山市で応募資格を満たすことが確認できた場合は、令和６年８月９日（金）頃

までに提案資格確認結果の通知を行います。 

 (1) 参加意向申出書（犬山市プロポーザル方式実施取扱要綱 様式第１） 

(2) 納税証明書一式：写し可（直近２年分※法人及び代表者） 

   ① 市民税 

   ② 固定資産税（該当者のみ） 

   ③ 軽自動車税（該当者のみ） 

   ④ 事業所税（該当者のみ） 

   ※ 未納がない証明でも可 

(3) 法人登記簿謄本（全部事項証明書） 

 写しでも可（写しの場合は、原本証明と印鑑証明書が必要） 

   ※ 応募申込書提出日以前、３か月以内に発行されたもの 

 (4) 法人の定款：写し（原本証明と印鑑証明書が必要）、令和６年度事業計画 

 (5) 法人収支予算書（任意様式）最新年度１年分 

(6) 法人収支決算関係書類（任意様式）直近２年分  

事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計算書（医療法第５１条第１項） 

監事監査報告書（医療法第５１条第４項）、 

監査実施報報告書（公認会計士等の外部監査を実施している場合、医療法第

５１条第５項）※ 医療法人を例に記載しています。他の法人の場合は、これ

に準じた決算関係書類の提出をお願いします。 

(7)団体概要（別紙様式第２） 

 

 提出期限 令和６年７月１９日（金）午後５時まで（必着） 

 提出先  〒４８４－８５０１ 

      犬山市大字犬山字東畑３６番地 

      犬山市健康福祉部高齢者支援課 高齢者福祉担当（本庁舎１階） 

    提出方法 持参または郵送（持参の場合は、事前に電話で予約してください） 

 

９ 提案書の提出 

 (1)８で応募資格が認められた場合は、以下の書類を提出してください。 

① 提案書（犬山市プロポーザル方式実施取扱要綱 様式第５） 

② 応募申込書（別紙様式第３） 

③ 事業計画書（別紙様式第４） 

④ ３職種（保健師等、社会福祉士等、主任介護支援専門員）と地域づくり担 

当、５人目配置職員（職種は問わない）の経歴書（別紙様式第５） 

※それぞれの資格を有することが確認できるもの（保健師免許証、社会福祉

士登録証など）の写しを添付してください。 

(2) 提案書作成上の注意 
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ア 提出書類は、犬山市が指定した様式の表示事項を満たしていれば、提案書

を作成するソフトウエアや書体、文字サイズ等は問いませんが、手書きによ

るものは不可とします。事業計画書に関しては、適宜記入欄を広げて記入し

てください。 

イ 提出書類の大きさは、添付書類も含めてＡ４縦の両面印刷とし、簡易に製 

本してください。 

 

 (3) 提出期間 令和６年８月１３日（火）～令和６年８月３０日（金） 

午後５時まで（必着） 

 (4) 提出先及び提出方法 ８に同じ 

 (5) 提出部数 正本１部、副本（正本の写し）１３部 

 (6) その他  提出後において、記載内容の追加及び変更はできません。 

 

１０ 選定方法 

選定は、予算の成立を前提としてあくまで「受託候補者を選定」するものであ

り、契約を保証するものではありません。 

 (1) 職員配置、運営体制、運営計画についての評価を行うものとし、第一次、第二

次に分けて行います。 

  第一次は、犬山市高齢者支援課による書面審査で、犬山市地域包括支援センタ

ー運営委託事業者評価表（第一次）により、職員配置、運営体制のすべての評価

項目が適正でなければ、第二次の対象としません。 

(2) 第二次は、犬山市地域包括支援センター運営事業者審査委員会の中で、応募

者が提案内容のプレゼンテーションを実施した上で、犬山市地域包括支援センタ

ー運営委託事業者評価表（第二次）により運営計画の評価を行い、最も点数の高

い応募者を犬山市が選定します。 

(3) 第二次の対象となった応募者が１者のみであった場合においても評価を行い

ます。なお、犬山市地域包括支援センター運営事業者審査委員会の会議は、非公

開とします。 

 (4) 第一次の審査結果及び第二次のプレゼンテーションの日時等は、応募者に書

面で通知します。 

 (5) 第一次の評価項目と第二次の評価項目及び配点は、別紙のとおりです。 

  (6) 第二次の対象となる応募者がいない場合は、再度募集、選定を行うものとし

ます。 

  (7) なお、上記の（2）で同点の応募者があった場合には、事業計画書（別紙様

式第４）中の「４ 運営計画」「１ 支援業務について」のうち(1)(2)(6)の合

計点が最も高い応募者を選定します。 

 

１１ 選定結果の通知・公表 

  選定結果の通知については、令和６年１０月下旬に応募者に対し書面で通知す

るものとし、併せて犬山市公式ホームページにて公表します。 
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なお、犬山市地域包括支援センター運営事業者評価委員会の委員個人の評価は

非公開とします。 

 

１２ その他 

 (1) 本公募への参加に係る費用は、応募者の負担とします。 

 (2) 本公募のため提出された書類は、返却しません。 

 (3) 令和７年度以降の予算が確保できなかった場合は、契約を締結しないことも

あり得ます。また、その場合にあっても、資料などは返却しません。 

 (4) 書類の提出後の辞退は、提案書提出締切日（令和６年８月３０日（金）午後５

時）まで可能とし、辞退届（別紙様式第６）を提出するものとします。 

 (5) 応募書類は、犬山市情報公開条例（平成１０年条例第３３号）に基づく情報

公開請求の対象となり、公開する場合があります。 

 (6) 応募書類の著作権は、応募者に帰属します。なお、本公募に関し公表する場

合及び犬山市が必要と認める場合には、提出書類の全部又は一部を無償で使用

できるものとします。 

 (7) その他本要領に定めのない事項については、別途犬山市の指示によるものと

します。 

  (8)問合せ先  

   〒４８４－８５０１ 

   犬山市大字犬山字東畑３６番地 

   犬山市 健康福祉部 高齢者支援課 高齢者福祉担当（本庁舎１階）  

   電  話  ０５６８－４４－０３２５(ダイヤルイン) 

   Ｅメール 030200@city.inuyama.lg.jp 
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１５ 全体スケジュール（予定） 

 日     程 内    容 

１ 令和６年６月１日（土） ホームページ等で公募実施を公表 

２ 令和６年６月２１日（金） 評価委員会① 

３ 
令和６年６月２８日（金）または 

令和６年７月１日（月） 
説明会 

４ 
令和６年７月２日（火）から 

令和６年７月５日（金）午後５時まで 
公募要領等について質問受付 

５ 令和６年７月１２日（金）頃 質問に対する回答 

６ 令和６年７月１９日（金）午後５時まで 参加意向申出書の提出 

７ 令和６年８月９日（金）頃 参加資格確認結果通知 

８ 
令和６年８月１３日（火）から 

令和６年８月３０日（金）午後５時まで 
提案書の提出（必着） 

９ 令和６年１０月１１日（金） 
第２回評価委員会 

書類・プレゼンテーション審査 

10 令和６年１０月下旬 結果通知及び公表 

11 令和６年１１月～令和７年３月 準備・引継ぎ 

12 令和７年４月１日（火） 委託契約締結・事業開始 

 


